



































































































































事例 利用者 1 利用者 2 ・各企業がPFを提供
クレジットカード 消費者 加盟店 ビザ、マスターカード、JCB
家庭用ゲーム機 消費者 ゲーム開発者 ソニー、任天堂、X-Box
ショッピングモール 消費者 テナント イオンモール、ららぽーと
電子商店街 消費者 出品者 楽天、アマゾン、天猫
民泊仲介業 消費者 住宅持ち主 エアビーアンドビー、自在客
配車サービス 消費者 自動車運転手 ウーバー、リフト、滴滴出行
・複数企業がPFを共有
リナックス・サーバー 企業 アプリ開発者 IBM、デル、HP
Wi-Fi 使用者 接続サービス提供者 シスコ、デル







































































































































































































































1994 ・ 前身となる法人 Cadabra.com を登記し、シアトルの貸家ガレージで妻と技術者のシャル・
カファンらと創業。直後 Amazon.com に社名変更。
1995 ・書籍のオンライン・ショッピング・サイト開設。













2001 ・株価が急落し、社員の約 15％に相当する 1300 人を人員削減。
・書籍店のボーダーズ、家電量販店のサーキット・シティと業務提携し、サイト運営を受託。





2005 ・年会費 79 ドルで注文後翌々日に無料配送するアマゾン・プライム・サービスを導入。
転換：電子市場のインフラ企業に
















（出所 ）ストーン『ジェフ・ペゾス　果てなき野望』、『日本経済新聞』2015 年 2 月 17 日付、The Economist, June 










　1997 年 12 月期、アマゾンの取扱商品数は
250 万タイトルを超え、顧客口座数が前年同期
の 18 万件から 151 万件へ 8 倍強に、売上高は
1 億 5700 万ドルから 14 億 7800 万ドルへ 9 倍
強に伸びた。対照的に、バーンズ＆ノーブルの
オンライン売上高は初年度（1998 年 1 月期）



































　1999 年度、取扱商品数は 1800 万種類と他の
オンライン小売業を圧倒する規模となり、顧客

















損益は欠損を記録し、ようやく 7 年目の 2003
年度はじめて 3500 万ドルの純利益を計上した。









　1999 年国内 6 ヵ所、海外（英独）2 ヵ所の配
送センターを一気に開設し、世間をあっと驚か
せた。ウォルマートから引き抜いた物流担当者





















































上高 34 億 8600 万ドルに対して期中平均在庫は
15 億 7400 万ドルと対売上高比率 45％の水準で
あるのに対して、アマゾンは売上高 16 億 3900












































































































刊東洋経済』2016 年 3 月 5 日号）。
　プライム会員の正確な数は公表していない
が、2015 年度、会員数は世界で前年比 51％（米
国内 47％）増の 6300 万人以上にのぼり、売上
高の半分以上を占めていると推定されている
（『日本経済新聞』2016 年 8 月 2 日付）。
　顧客の囲い込みと並行して、マーケットプレ
イスは拡大した。オンライン販売件数全体に占
める第 3 者の売上高の割合は 2000 年の 6％か
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ら 05 年の 28％へ、そして 15 年には 50％近く
まで高まった。出品者数は 200 万を超え、年間





















しだいに改善された（Financial Times, 2012 
July10；出典は『日経ビジネス』2012 年 7 月
30 日号）。
ウェブサービスで巨人に挑む































































































を突破し、総店舗数 5 万 3000 店を超えた。こ





















年 2 月期、国内で 1 万 2515 店を展開し、全店
売上高 2 兆 495 億円、純利益 326 億円を挙げる
コンビニ業界第 2位のチェーンである。ただし、




力の格差は大きい。2016 年 2 月期、セブン‐
イレブンの国内店舗数は 1 万 8572 店とローソ
ンより約 6000 店多く、1 店当たり平均日販は
65 万円とローソンの同 54 万円より 2 割高い。






















1998 ・全店売上高 1 兆円達成。
・マルチメディア端末 Loppi を全店導入。
転機：三菱商事グループ入りへ
2000 ・三菱商事と資本・業務提携、東証、大証 1 部株式上場。
2001 ・ナチュラルローソン 1 号店開店。
2003 ・全国の店内に「郵便ポスト」設置。


























































事系共通ポイントカード「Ponta」（2016 年 4 月





































































　核となるのは 2014 年 6 月に始動した食品、



































店舗では 1 日 10 件程度あり、荷物を受け取り
にきた顧客の 5 ～ 6 割は買い物をして帰る（玉
塚社長・談、ITmedia ビジネスオンライン、













































たり半径 500m の約 3000 世帯が居住しており、


























































　展開速度は、当初計画の 2015 年度 100 店舗、
16年度 500店舗と比較すると、遅れ気味である。














長＝当時、『日本経済新聞』2011 年 10 月 26 日
付））、「今、一番の脅威は、アマゾン」（新浪剛
史ローソン社長＝当時、『週刊東洋経済』2012
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